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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前９時～午後５時（土、日、祝・休日を除く）

京都企業株式ファンド 
（資産成長型）
【運用報告書（全体版）】

（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

第２ 期

決算日 2022年11月15日

受益者の皆さまへ
平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上げ

ます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、日

本の取引所に上場している株式（上場予定の株式を

含みます。）へ投資を行い、信託財産の中長期的な成

長を目指します。当期についても、運用方針に沿っ

た運用を行いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式

信託期間 2020年11月26日から2030年11月15日まで

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、日本の取
引所に上場している株式（上場予定の株式を
含みます。）へ投資を行い、信託財産の中長
期的な成長を目指します。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主要投
資対象とします。

京都企業株式・マザーファンド

日本の取引所に上場している株式

当ファンドの
運用方法

マザーファンドへの投資を通じて、実質的に
以下のような運用を行います。
■�「京都関連企業」の株式に投資します。
■�「ベースポートフォリオ」と「セレクトポー
トフォリオ」を組み合わせることにより、
幅広い企業の株式に投資します。

組入制限 当ファンド

■�株式への実質投資割合には、制限を設けま
せん。

■�外貨建資産への実質投資割合は、信託財産
の純資産総額の10％以下とします。

京都企業株式・マザーファンド

■�株式への投資割合には、制限を設けません。
■�外貨建資産への投資割合は、信託財産の純
資産総額の10％以下とします。

分配方針 ■�年１回（原則として毎年11月15日。休業日
の場合は翌営業日）決算を行い、分配金額
を決定します。

■�分配対象額は、経費控除後の利子、配当等
収益と売買益（評価損益を含みます。）等
の範囲内とします。

■�分配金額は、委託会社が基準価額水準、市
況動向等を勘案して決定します。

※�委託会社の判断により分配を行わない場合
もあるため、将来の分配金の支払いおよび
その金額について保証するものではありま
せん。

ファンドは複利効果による信託財産の成長
を優先するため、分配を極力抑制します。
（基準価額水準、市況動向等によっては変更
する場合があります。）

当ファンドは、特化型運用を行います。
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位未

満の数値については小数を表記する場合があります。 

 
 設定以来の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

株 式 組 入 
比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ 百万円 
2020年11月26日 10,000 － － － 12,278 

１期(2021年11月15日) 10,646 0 6.5 97.7 26,563 

２期(2022年11月15日) 9,668 0 △9.2 97.9 17,957 
 
※ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
※ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※ 当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。 

 

 当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株 式 組 入 

比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ 
2021年11月15日 10,646 － 97.7 

11月末 10,129 △ 4.9 98.2 
12月末 10,544 △ 1.0 98.1 

2022年１月末 9,634 △ 9.5 99.6 
２月末 9,536 △10.4 97.7 
３月末 9,827 △ 7.7 97.4 
４月末 9,399 △11.7 97.5 
５月末 9,512 △10.7 95.8 
６月末 9,329 △12.4 96.5 
７月末 9,692 △ 9.0 98.1 
８月末 9,717 △ 8.7 97.2 
９月末 9,228 △13.3 97.8 
10月末 9,567 △10.1 98.2 
(期  末)    

2022年11月15日 9,668 △ 9.2 97.9  
※ 騰落率は期首比です。 
※ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
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１ 運用経過
基準価額等の推移について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

基準価額等の推移
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基準価額（円）：左軸
分配金再投資基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

※分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

期 首 10,646円

期 末 9,668円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 －9.2％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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基準価額の主な変動要因（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、京都関連企業の株式に投資しました。京都
関連企業銘柄のうち、財務健全性等を基準に一部の銘柄を除外したうえで、「ベースポートフォ
リオ」と「セレクトポートフォリオ」の２つのポートフォリオを組み合わせて投資しました。

上昇要因
●任天堂、ジェイ・エス・ビーなどの株価が上昇したこと

下落要因
●日本電産、ファーマフーズなどの株価が下落したこと

当ファンドは特化型運用を行います。
当ファンドの投資対象である京都関連企業の株式の中には、全体の時価総額に対する構成割合
が10％を超える可能性の高い銘柄が存在します。このため、当ファンドにおいても一般社団
法人投資信託協会規則に定める純資産総額に対する比率（10％）を超える銘柄が存在すること
となる可能性があります。当該銘柄に経営破たんや経営・財務状況の悪化などが生じた場合には、
大きな損失が発生し、ファンドの基準価額が下落することがあります。

特化型運用とは
一般社団法人投資信託協会規則の「信用リスク集中回避のための投資制限」に定められた、ファ
ンドの純資産総額に対する比率（10％）を超えて、特定の発行体の発行する銘柄に集中して投
資する運用のことをいいます。
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投資環境について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

国内株式市場は、下落しました。

期初から2021年12月にかけては、変異ウ
イルス（オミクロン型）の世界的感染拡大、米
国のインフレ懸念や中国不動産問題などが
嫌気され上値の重い展開となりました。
2022年１月から３月中旬にかけては、変
異ウイルス（オミクロン型）の感染急拡大や、
ウクライナ情勢の緊迫化、ロシアへの経済制
裁を背景とした原油市況の高騰などから世
界景気の回復の遅れが懸念され下落しまし
た。その後、ウクライナ情勢に対する過度な

警戒感の緩和や米国の金融政策イベント通
過により投資家心理が持ち直し、国内でも日
本銀行の金融緩和政策の維持が示されたこ
とで上昇しました。
６月から期末にかけては、進行する米ドル
高・円安を支えとしながら、欧米の金融政策
動向に左右される形で一進一退の展開が続
きました。
期を通じて、国内株式市場は下落しまし
た。

当ファンド

期を通じて、「京都企業株式・マザーファ
ンド」を高位に組み入れました。

京都企業株式・マザーファンド

京都関連企業の銘柄の中から財務健全性
などを基準に一部の銘柄を除外したうえで、
ベースポートフォリオ（京都府・滋賀県に本
社を置く企業のうち時価総額上位20銘柄に
投資）、セレクトポートフォリオ（京都関連企

業のうち、ベースポートフォリオで投資する
20銘柄以外の銘柄から選別して投資）の２つ
のポートフォリオを構築して運用しました。

●業種配分
当ファンドが投資する京都府、滋賀県は独
自製品技術で世界を牽引する企業が多く集
まっており、ベースポートフォリオでは製造
業の占めるウェイトが高くなっています。と
りわけ、デジタル化社会を支える電子部品な
どの電気機器の組入れが多く、期末ではベー
スポートフォリオとして投資する20銘柄の

ポートフォリオについて（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

6

京都企業株式ファンド（資産成長型）　 

交付_90950_183502_20221115_再校_京都企業株式ファンド（資産成長型）_941833.indd   6 2022/12/21   9:36:34

	 －	 4	 －

京都企業株式ファンド（資産成長型） 　﻿

全体_90950_183502_20221115_四校_京都企業株式ファンド（資産成長型）_941833.indd   4 2022/12/27   9:11:45



うち９銘柄が電気機器の銘柄となっていま
す。

●ベースポートフォリオ
時価総額上位20銘柄に対して、時価総額
を勘案した上で投資比率を決定し、その比率
に近い保有比率での運用を行いました。その
結果、当期の組入株式の評価総額に占める
ベースポートフォリオの比率は概ね60％に
近い水準を維持しました。

2021年12月にはワコールホールディング
スを除外した一方で、王将フードサービスを
追加しました。

●セレクトポートフォリオ
期間における組入株式の評価総額に占め
るセレクトポートフォリオの比率は概ね
40％に近い水準を維持しました。
期末では、電気機器、繊維製品が高い組入
比率となりました。

ベンチマークとの差異について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

分配金について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第２期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 515

期間の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしまし
た。
なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。
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当ファンド

引き続き、「京都企業株式・マザーファン
ド」を高位に組み入れます。

京都企業株式・マザーファンド

市場では、インフレ高止まりを背景とする
欧米各中銀の金融引き締め強化、物価上昇に
よる消費抑制、中国の不動産問題などを考慮
し、世界経済の見通しを下方修正する動きと
なっています。ただし、コロナ禍からの経済
活動再開に伴う消費回復、欧州・中国の財政
拡張、中国の金融緩和姿勢、原油価格の下落
などが下支えとなり、2023年にかけて、景
気は減速しても大崩れは回避できると想定
します。
株式市場は、日銀による緩和的な金融政策
や政府の物価高克服のための経済対策によ
る内需への追い風はあるものの、足元の世界
景気の停滞によりレンジ推移を予想します。
今後は、欧米での金融引き締めの着地点が見
え、世界景気が停滞局面から脱し始めること
により、株価のさらなる回復につながるとみ

ています。
株式組入比率は高位を維持しながら、株式
市場の変動に応じて機動的に運用していき
ます。ベースポートフォリオ、セレクトポー
トフォリオの純資産総額に対する比率はそ
れぞれ60％、40％を目安に運用する方針で
す。
ベースポートフォリオにおける組入銘柄、
投資比率の見直しは３ヵ月に１度とし、３、
６、９、12月の月中に設定する基準日での
時価総額を勘案して決定いたしますが、上位
の銘柄については投資比率が10％を超える
高位の組入れとする方針です。
セレクトポートフォリオは、電気機器を中
心としながらも幅広い業種に対して、京都関
連企業の特徴でもある独自製品の有無やビ
ジネスモデルの優位性、テーマ性といった観
点を中心に、中長期的な成長が期待できる企
業へ投資していく方針です。現状においては、
来年度までも含めた業績見通しの確度や
テーマ性による業績成長性を重視して、中期
的な業績成長が期待される銘柄の厳選を進
めていきます。

２ 今後の運用方針

３ お知らせ
約款変更について

該当事項はございません。
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１万口当たりの費用明細（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a）信 託 報 酬 131円 1.353％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は9,692円です。
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンド

の管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の

実行等の対価

（投 信 会 社） （64） （0.660）

（販 売 会 社） （64） （0.660）

（受 託 会 社） （3） （0.033）

（b）売買委託手数料 4 0.043 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （4） （0.043）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c）有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税：�有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d）そ の 他 費 用 1 0.006 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：�海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管およ

び資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用：�監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （－） （－）

（監 査 費 用） （1） （0.006）

（そ の 他） （0） （0.000）

合 計 136 1.402

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則として、
募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は1.36％です。

日本株主還元株ファンド・ヘッジ型

1

ak304-00_180406_交付-日本株主還元株ファンド・ヘッジ型_総経費率

参考情報 総経費率（年率換算）
当ファンドの費用は以下の通りです。（マザーファンド含む）

総経費率
0.83%

運用管理費用（受託会社）

0.05%
その他費用

0.02%

運用管理費用（販売会社）

0.46%

運用管理費用（投信会社）

0.31%

※各費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
※各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値です。
※�上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（1万口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.00％です。

ak304-00_180406_交付-日本株主還元株ファンド・ヘッジ型_総経費率.indd   1 2019/03/13   15:10:29

総経費率
1.36％

運用管理費用（投信会社）

 0.66％運用管理費用（販売会社）

0.66％

運用管理費用（受託会社）

0.03％

その他費用

0.01％
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 当期中の売買及び取引の状況 (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 
親投資信託受益証券の設定、解約状況 

 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 

京 都 企 業 株 式 ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 615,165 603,521 7,192,830 7,258,184 
 
 
 

 親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
  (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 

項 目 
当 期 

京 都 企 業 株 式 ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 15,973,336千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 25,627,829千円 
(c) 売 買 高 比 率 （ a ） ／ （ b ） 0.62   

 
※ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※ 外貨建資産については、(a)は各月末（ただし、決算日の属する月については決算日）の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨

金額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

 利害関係人との取引状況等 (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 

（1）利害関係人との取引状況 

京都企業株式ファンド（資産成長型） 
 当期中における利害関係人との取引等はありません。 

 

京都企業株式・マザーファンド 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 3,837 257 6.7 12,135 2,061 17.0 

 
※ 平均保有割合 75.8％ 
※ 平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

（2）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

京都企業株式ファンド（資産成長型） 
項 目 当 期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 8,543千円 
(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 1,351千円 
(c) （ b ） ／ （ a ） 15.8％   
 
※ 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害
関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。   
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 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2021年11月16日から2022年11月15日まで) 

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

 組入れ資産の明細 (2022年11月15日現在) 
親投資信託残高 

種 類 
期首(前期末) 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

京 都 企 業 株 式 ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 24,783,379 18,205,713 18,083,735 
 
※ 京都企業株式・マザーファンドの期末の受益権総口数は23,895,967,703口です。 

 

 投資信託財産の構成 (2022年11月15日現在) 

項 目 
期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

京 都 企 業 株 式 ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 18,083,735 99.9 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 15,391 0.1 

投 資 信 託 財 産 総 額 18,099,126 100.0 
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況 
  (2022年11月15日現在) 

項 目 期 末 

(A) 資 産 18,099,126,524円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 11,722,787   

 京都企業株式・マザーファンド(評価額) 18,083,735,515   

 未 収 入 金 3,668,222   

(B) 負 債 141,592,510   

 未 払 解 約 金 15,376,202   

 未 払 信 託 報 酬 125,705,294   

 そ の 他 未 払 費 用 511,014   

(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 17,957,534,014   

 元 本 18,573,911,263   

 次 期 繰 越 損 益 金 △   616,377,249   

(D) 受 益 権 総 口 数 18,573,911,263口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,668円 
 
※ 当期における期首元本額24,950,932,913円、期中追加設定元本額

2,020,252,954円、期中一部解約元本額8,397,274,604円です。 
※ 上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が

投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額
（元本の欠損）となります。 

※ 上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信
託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定
する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。

 損益の状況 
  (自2021年11月16日 至2022年11月15日) 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 △        5,931円 
 受 取 利 息 1,701   
 支 払 利 息 △        7,632   
(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △1,379,239,109   
 売 買 益 521,311,531   
 売 買 損 △1,900,550,640   
(C) 信 託 報 酬 等 △  271,734,516   
(D) 当 期 損 益 金 ( Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ) △1,650,979,556   
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 752,006,019   
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 282,596,288   
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (     90,751,465)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (    191,844,823)  
(G) 合 計 ( Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ) △  616,377,249   
 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｇ ) △  616,377,249   
 追 加 信 託 差 損 益 金 282,596,288   
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (     94,119,233)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (    188,477,055)  
 分 配 準 備 積 立 金 862,584,692   

 繰 越 損 益 金 △1,761,558,229   
 
※ 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※ 株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公社

債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。 
※ 追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※分配金の計算過程は以下の通りです。 

 当 期 

(a) 経費控除後の配当等収益 110,578,673円 

(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0   

(c) 収益調整金 94,119,233   

(d) 分配準備積立金 752,006,019   

(e) 当期分配対象額(a＋b＋c＋d) 956,703,925   

 １万口当たり当期分配対象額 515.08   

(f) 分配金 0   

 １万口当たり分配金 0   

 

 
 分配金のお知らせ 

１万口当たり分配金（税引前） 
当 期 

0円 
 
 
 

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位未
満の数値については小数を表記する場合があります。 
 
 設定以来の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

株 式 組 入 
比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 
（設定日） 円 ％ ％ 百万円 

2020年11月26日 10,000 － － 16,664 
１期(2021年11月15日) 10,787 7.9 97.1 35,607 
２期(2022年11月15日) 9,933 △7.9 97.3 23,736  

※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※ 当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。 
 
 当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株 式 組 入 

比 率  騰 落 率 
(期  首) 円 ％ ％ 

2021年11月15日 10,787 － 97.1 
11月末 10,269 △ 4.8 98.1 
12月末 10,701 △ 0.8 97.9 

2022年１月末 9,792 △ 9.2 99.3 
２月末 9,703 △10.0 97.2 
３月末 10,008 △ 7.2 96.9 
４月末 9,585 △11.1 96.8 
５月末 9,713 △10.0 95.8 
６月末 9,537 △11.6 96.4 
７月末 9,918 △ 8.1 97.9 
８月末 9,955 △ 7.7 96.9 
９月末 9,467 △12.2 97.3 
10月末 9,824 △ 8.9 97.6 
(期  末)    

2022年11月15日 9,933 △ 7.9 97.3  
※ 騰落率は期首比です。 
※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 

 

  

京都企業株式・マザーファンド
第２期（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

信託期間 無期限（設定日：2020年11月26日）

運用方針 ■主として日本の「京都関連企業」※の株式へ投資を行います。
※�「京都関連企業」とは、京都府もしくは滋賀県（以下、「同地域」といいます。）に本社（本社に
準ずるものを含みます。以下同じ。）を置いている企業、同地域において雇用の創出など積極的
に事業活動を行っている企業、同地域との関連の強い企業のいずれかをいいます。ただし、財務
健全性等を基に決定します。

■�「京都関連企業」から、同地域に本社を置いている企業の時価総額上位20社の株式を対象として
投資を行う「ベースポートフォリオ」と、それ以外の企業の株式を対象として投資を行う「セレ
クトポートフォリオ」を構築し、２つのポートフォリオを組み合わせることで幅広い企業の株式
に投資します。

■�「ベースポートフォリオ」と「セレクトポートフォリオ」への投資割合は純資産総額に対してそ
れぞれ60：40を基本とし、各ポートフォリオで選定された銘柄の時価総額や流動性等を勘案し、
全体のポートフォリオを決定します。
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１ 運用経過

基準価額等の推移について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

基準価額等の推移

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

0

50,000

'21/12 '22/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10期首 期末

基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

期 首 10,787円

期 末 9,933円

騰 落 率 －7.9％

基準価額の主な変動要因（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

当ファンドは、京都関連企業の株式に投資しました。京都関連企業銘柄のうち、財務健全性等

を基準に一部の銘柄を除外したうえで、「ベースポートフォリオ」と「セレクトポートフォリオ」

の２つのポートフォリオを組み合わせて投資しました。

上昇要因 ・任天堂、ジェイ・エス・ビーなどの株価が上昇したこと

下落要因 ・日本電産、ファーマフーズなどの株価が下落したこと
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投資環境について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

国内株式市場は、下落しました。

期初から2021年12月にかけては、変異ウイルス（オミクロン型）の世界的感染拡大、米国のイ
ンフレ懸念や中国不動産問題などが嫌気され上値の重い展開となりました。
2022年１月から３月中旬にかけては、変異ウイルス（オミクロン型）の感染急拡大や、ウクラ

イナ情勢の緊迫化、ロシアへの経済制裁を背景とした原油市況の高騰などから世界景気の回復の
遅れが懸念され下落しました。その後、ウクライナ情勢に対する過度な警戒感の緩和や米国の金
融政策イベント通過により投資家心理が持ち直し、国内でも日本銀行の金融緩和政策の維持が示
されたことで上昇しました。
６月から期末にかけては、進行する米ドル高・円安を支えとしながら、欧米の金融政策動向に

左右される形で一進一退の展開が続きました。
期を通じて、国内株式市場は下落しました。

ポートフォリオについて（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

京都関連企業の銘柄の中から財務健全性などを基準に一部の銘柄を除外したうえで、ベース
ポートフォリオ（京都府・滋賀県に本社を置く企業のうち時価総額上位20銘柄に投資）、セレク
トポートフォリオ（京都関連企業のうち、ベースポートフォリオで投資する20銘柄以外の銘柄か
ら選別して投資）の２つのポートフォリオを構築して運用しました。

業種配分

当ファンドが投資する京都府、滋賀県は独自製品技術で世界を牽引する企業が多く集まってお
り、ベースポートフォリオでは製造業の占めるウェイトが高くなっています。とりわけ、デジタ
ル化社会を支える電子部品などの電気機器の組入れが多く、期末ではベースポートフォリオとし
て投資する20銘柄のうち９銘柄が電気機器の銘柄となっています。

ベースポートフォリオ

時価総額上位20銘柄に対して、時価総額を勘案した上で投資比率を決定し、その比率に近い保
有比率での運用を行いました。その結果、当期の組入株式の評価総額に占めるベースポートフォ
リオの比率は概ね60％に近い水準を維持しました。
2021年12月にはワコールホールディングスを除外した一方で、王将フードサービスを追加しま

した。
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セレクトポートフォリオ

期間における組入株式の評価総額に占めるセレクトポートフォリオの比率は概ね40％に近い水

準を維持しました。

期末では、電気機器、繊維製品が高い組入比率となりました。

ベンチマークとの差異について（2021年11月16日から2022年11月15日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

２ 今後の運用方針

市場では、インフレ高止まりを背景とする欧米各中銀の金融引き締め強化、物価上昇による消

費抑制、中国の不動産問題などを考慮し、世界経済の見通しを下方修正する動きとなっています。

ただし、コロナ禍からの経済活動再開に伴う消費回復、欧州・中国の財政拡張、中国の金融緩和

姿勢、原油価格の下落などが下支えとなり、2023年にかけて、景気は減速しても大崩れは回避で

きると想定します。

株式市場は、日銀による緩和的な金融政策や政府の物価高克服のための経済対策による内需へ

の追い風はあるものの、足元の世界景気の停滞によりレンジ推移を予想します。今後は、欧米で

の金融引き締めの着地点が見え、世界景気が停滞局面から脱し始めることにより、株価のさらな

る回復につながるとみています。

株式組入比率は高位を維持しながら、株式市場の変動に応じて機動的に運用していきます。ベー

スポートフォリオ、セレクトポートフォリオの純資産総額に対する比率はそれぞれ60％、40％を

目安に運用する方針です。

ベースポートフォリオにおける組入銘柄、投資比率の見直しは３ヵ月に１度とし、３、６、９、

12月の月中に設定する基準日での時価総額を勘案して決定いたしますが、上位の銘柄については

投資比率が10％を超える高位の組入れとする方針です。

セレクトポートフォリオは、電気機器を中心としながらも幅広い業種に対して、京都関連企業

の特徴でもある独自製品の有無やビジネスモデルの優位性、テーマ性といった観点を中心に、中

長期的な成長が期待できる企業へ投資していく方針です。現状においては、来年度までも含めた

業績見通しの確度やテーマ性による業績成長性を重視して、中期的な業績成長が期待される銘柄

の厳選を進めていきます。
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 １万口当たりの費用明細 (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 
項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要 

（a） 売 買 委 託 手 数 料 4円 0.043％ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数 
売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料  （ 株  式 ） (4)  (0.043)  

（b） そ の 他 費 用 0   0.000   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数 
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用  （ そ の 他 ） (0)  (0.000)  

 合 計 4   0.043    

 期中の平均基準価額は9,891円です。   
※ 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。
※ 比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
※ 各項目毎に円未満は四捨五入しています。 

 

 当期中の売買及び取引の状況 (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 
株 式 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 

上 場 1,094.3 3,837,877 4,780.6 12,135,459 

 (  418.5) (       －)
 ※ 金額は受渡し代金。 
※ （ ）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
  (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 

項 目 当 期 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 15,973,336千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 25,627,829千円 
(c) 売 買 高 比 率 （ a ） ／ （ b ） 0.62   

 
※ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※ 外貨建資産については、(a)は各月末（ただし、決算日の属する月については決算日）の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨

金額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

 利害関係人との取引状況等 (2021年11月16日から2022年11月15日まで) 

（1）利害関係人との取引状況 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 3,837 257 6.7 12,135 2,061 17.0 
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（2）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 
項 目 当 期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 11,278千円 

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 1,786千円 

(c) （ b ） ／ （ a ） 15.8％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害
関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2021年11月16日から2022年11月15日まで) 

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

 組入れ資産の明細 (2022年11月15日現在) 
国内株式 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業(0.3％)    

  ウエストホールディングス － 12.7 59,245 

食料品(3.0％)    

  宝ホールディングス 334 247.3 258,675 

  ファーマフーズ 319.9 328 433,944 

繊維製品(6.8％)    

  グンゼ 167 149.5 566,605 

  東洋紡 313.3 194.8 200,449 

  東レ 1,468.8 716.6 506,134 

  ワコールホールディングス 137.2 127.6 300,753 

パルプ・紙(1.3％)    

  レンゴー 298.1 344.3 306,427 

化学(4.1％)    

  エア・ウォーター 147.4 112.1 177,230 

  三菱瓦斯化学 － 72.9 140,915 

  三洋化成工業 40.8 40.8 174,420 

  中国塗料 84.8 84.8 86,750 

  タカラバイオ 178.3 191 364,810 

  エフピコ 40.4 － － 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

医薬品(4.5％)    

  日本新薬 71.8 42.9 369,369 

  ロート製薬 244.8 166.3 665,200 

ガラス・土石製品(2.0％)    

  日本電気硝子 170.9 119 303,688 

  東海カーボン 86.2 136 148,648 

金属製品(1.2％)    

  日東精工 197.3 197.3 101,806 

  日本発条 147.4 199.5 177,954 

機械(5.8％)    

  オーエスジー 66.2 － － 

  フリュー 473.8 378.4 443,484 

  ＴＯＷＡ 239.5 107.1 221,911 

  ダイフク 16.3 28.5 210,900 

  サムコ 89 66.7 231,782 

  フジテック 166.7 76.7 227,492 

電気機器(39.9％)    

  ミネベアミツミ 222.6 157.7 364,129 

  湖北工業 － 28.8 208,512 

  日本電産 241.3 157.5 1,417,500 
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銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

  日新電機 202.2 173.2 237,457 

  オムロン 110.2 111.3 826,513 

  ジーエス・ユアサ コーポレーション 143.1 122.3 264,534 

  マクセル 307.4 307.4 404,538 

  アズビル 78.2 62.2 257,819 

  堀場製作所 67 76.5 491,895 

  オプテックスグループ 242.8 128.8 248,841 

  ローム 99.6 96 1,085,760 

  京セラ 127.4 143.4 977,414 

  村田製作所 363.7 224.7 1,749,738 

  ニチコン 254.1 147.8 201,894 

  ＳＣＲＥＥＮホールディングス 67.8 52.5 478,800 

輸送用機器(0.4％)    

  三菱ロジスネクスト 361.2 101.2 87,841 

精密機器(4.5％)    

  島津製作所 222.5 186.2 790,419 

  松風 116.2 104.8 242,507 

  ニプロ 162.5 － － 

その他製品(11.5％)    

  ＮＩＳＳＨＡ 179.2 － － 

  任天堂 63 461.2 2,658,356 

電気・ガス業(－)    

  レノバ 64.8 － － 

陸運業(6.3％)    

  京阪ホールディングス 243 192.3 674,011 

  ニッコンホールディングス 117.9 89.5 212,115 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

  ＳＧホールディングス 366.3 268.3 559,405 

情報・通信業(0.7％)    

  ＳＨＩＦＴ 9.7 1.9 50,977 

  システム ディ 81.7 81.7 116,667 

卸売業(0.3％)    

  ユアサ商事 61.1 18 64,260 

小売業(0.9％)    

  王将フードサービス 49 36.2 215,390 

銀行業(1.9％)    

  滋賀銀行 84.8 － － 

  京都銀行 107.2 83.2 449,280 

保険業(－)    

  アニコム ホールディングス 327.6 － － 

その他金融業(1.2％)    

  アイフル 923.1 671.4 269,902 

不動産業(2.7％)    

  Ａｎｄ Ｄｏホールディングス 141.9 126 103,446 

  ジェイ・エス・ビー 147.2 126.2 518,051 

サービス業(0.8％)    

  シミックホールディングス 182.9 － － 

  リゾートトラスト － 55.3 124,867 

  ＴＲＥホールディングス － 38 55,442 

合 計 
株 数 ・ 金 額 12,040.1 8,772.3 23,086,886 

銘柄数＜比率＞ 59銘柄 56銘柄 ＜97.3％＞ 
 
※ 銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
※ < >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 
 投資信託財産の構成 (2022年11月15日現在) 

項 目 
期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株         式 23,086,886 97.2 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 661,282 2.8 

投 資 信 託 財 産 総 額 23,748,168 100.0 
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況 
  (2022年11月15日現在) 

項 目 期 末 

(A) 資 産 23,748,168,824円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 486,242,844   

 株 式 ( 評 価 額 ) 23,086,886,680   

 未 収 配 当 金 175,039,300   

(B) 負 債 11,966,570   

 未 払 解 約 金 11,962,887   

 そ の 他 未 払 費 用 3,683   

(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 23,736,202,254   

 元 本 23,895,967,703   

 次 期 繰 越 損 益 金 △   159,765,449   

(D) 受 益 権 総 口 数 23,895,967,703口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,933円 
 
※ 当期における期首元本額33,009,078,375円、期中追加設定元本額

1,050,591,270円、期中一部解約元本額10,163,701,942円です。 
※ 上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が

投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額
（元本の欠損）となります。 

※期末における元本の内訳は以下の通りです。 
 京都企業株式ファンド（資産成長型） 18,205,713,798円
 京都企業株式ファンド（予想分配金提示型） 5,690,253,905円
※ 上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信

託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定
する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。

 損益の状況 
  (自2021年11月16日 至2022年11月15日) 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 551,873,872円 
 受 取 配 当 金 552,132,700   
 受 取 利 息 15,956   
 そ の 他 収 益 金 5,536   
 支 払 利 息 △      280,320   
(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △3,174,703,429   
 売 買 益 1,440,344,611   
 売 買 損 △4,615,048,040   
(C) そ の 他 費 用 等 △      126,400   
(D) 当 期 損 益 金 ( Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ) △2,622,955,957   
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 2,598,580,237   
(F) 解 約 差 損 益 金 △  122,588,475   
(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 △   12,801,254   
(H) 合 計 ( Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ ) △  159,765,449   
 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｈ ) △  159,765,449   
 
※ 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※ 追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※ 解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を差し

引いた差額分をいいます。 
 
 
 
 
 

 
 お知らせ 

＜約款変更について＞ 

該当事項はございません。 
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